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パナソニックで省エネ・創エネ・蓄エネ設備の事業企画・営業企画に従事。
近年、エネルギーマネジメントシステムやZEB推進部署を立ち上げ。
直近、自治体や中小企業の脱炭素支援を展開。
今後、脱炭素経営に対する自治体と中小企業の取組みを支援し、地域の活
性化に貢献してゆきます。

略
歴

自己紹介
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脱炭素経営と人・組織・まちづくりを支援します



© 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

2世界のGHG排出量 平均気温２ 上昇以内に留める。
1.5 上昇以内に留める努力をする。

国連気候変動枠組条約（UNFCCC)パリ協定2015.12
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我が国の温室効果ガス削減の中期目標と⾧期目標の経緯
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SBTとは、、、（Science Based Targets）

■ パリ協定が求める水準と整合した、5年～10年先を目標年として企業が
設定する、温室効果ガス排出削減目標のこと。 
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サプライチェーン排出量の算定方法 SBT
目標設定
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Scope3(Scope1,Scope2以外の間接排出）

1社の削減がみんなの削減!

Scope
1&2
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企業に広がる脱炭素化 SBT認定数が急増しています 7
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中小企業版
SBT認定数
704社
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SBT認定を取得した日本企業からサプライヤーへの要請



企業に広がる脱炭素化 ~ESG金融~
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10 脱炭素経営とは何か? 経営✕カーボンニュートラルである

PRから新たな成⾧への取組みへ
© 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



企業に広がる脱炭素化 TCFD 上場企業の情報開示

© 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



上場企業は気候変動に対するリスク対策が必要 12
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TCFD提言という企業情報開示フレームを活用 13
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気候変動のリスクと機会を財務上の影響を開示する 14
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気候変動対応戦略、指標と目標を明確化する 15

© 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

ICP
インナー
カーボン
プライス

SCOPE3
開示義務付け



未対応のリスク 16
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TCFDへの賛同企業数は世界一 17
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日本のプライム市場ではTCFDでの情報開示が必要 18
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CDPの設問に答える形式でTCFDを開示する 19
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SCOPE1,2,3の目標と実績を情報開示 20
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インターナルカーボンプライシングの情報開示が必要 21
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カーボンプライシングとは 22
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２つの排出権取引とその違い 23
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低炭素投資・対策推進に向け
企業内部で独自に設定する炭素価格

24
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インターナルカーボンプライシングとは



炭素単価が高い国は、炭素生産性も高い 25
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炭素税導入は、歳入をもたらす有効なツール 26
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カーボンプライシングによる収入の使途の例 27
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炭素税導入国のCO2排出量と経済成⾧のデカップリング 28
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増税しても経済成⾧!増税しても経済成⾧!



カーボンプライシングの効果・影響 29
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カーボンプライシングの効果・影響 30
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ＩＣＰの価格の決定方法 31
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１．外部価格の活用 32

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



１．外部価格の活用 33
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１．外部価格の活用 34
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https://www.jpx.co.jp/equities/carbon-credit/daily/index.html



１．外部価格の活用 35
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３．低炭素投資を促す価格 36
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４．CO2削減目標による数理的な分析（ＭＡＣカーブ） 37
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資金のやり取り有無によって活用方法は３つに分類 38
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シャドープライス (Shadow price) 39
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インプリシットプライス(Implicit price) 40
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100万円

3年

年率15t-CO2削減
年率20万円削減

5年

ICP:1万円/t-CO2 15万円/年の収益増

実質
年率35万円/年削減



インプリシットプライス(Implicit price) 41
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投資基準を
引き下げ

ICP✕CO2排出量
を減額し、
投資促進



内部炭素課金(Internal fee) 42
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シャドープライス(Shadow price)の事例 43
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インプリシットカーボンプライス(Implicit carbon price)の事例 44
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インターナルフィー(Internal fee)の事例 45
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46脱炭素経営の取組み事例 加藤軽金属工業株式会社

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋

© 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



47社内外の競争優位を形成するためにはどうすればよいか?
■取引先:CO2排出量の情報開示が必要。交渉力向上するためには、、、
■新規参入や競合先:障壁を高くし、競争力を向上するためには、、、
■調達先:サプライヤーとの交渉力を拡大させるためには、、、
■調達先:材質等の差別化が必要。
■自社:汎用な製品では限界では、、、
■自社:経営層主導⇒現場主導へシフト。意識改革。モチベーションアップ。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

自社自社

新規参
入先
新規参
入先

取引先取引先

競合先競合先

調達先調達先

CO2排出量の
情報開示が必要。
交渉力向上が必要。

障壁を高く

競争力を向上

サプライヤーとの
交渉力を拡大 

人づくり面 参加型推進
ものづくり面 再構築
社会貢献面 SBT認証取得

知る:
・見える化 目標設定

測る:
・省エネ診断
・エネルギーフロー図
・削減ポテンシャル検討

減らす:
・削減計画策定
・ロードマップ策定



48SBT認定取得で競争優位性を構築する

自社自社

新規参
入先
新規参
入先

取引先取引先

競合先競合先

調達先調達先

■調達先は要請やアンケートに対応
□CO2排出量報告（Scope１,２）
□製品別CO2排出量報告
□CO2排出量削減（●●％）
□勉強会への参加
□今のところなし
□今後来る可能性あり
□情報なし

■調達先が準備開始
□CO2排出量算定
□CO2排出量の削減
□今のところ取り組みなし
□情報なし

■取引先より要請やアンケート回答
□CO2排出量報告（Scope１,２）
□製品別CO2排出量報告
□CO2排出量削減（●●％）
□勉強会への参加
□今のところなし
□今後来る可能性あり
□情報なし

■取引先が準備開始
□CO2排出量算定
□CO2排出量の削減
□今のところ取り組みなし
□情報なし

□SDGｓに取り組んでいる?
□CO2排出量算定・削減に取り組んでいる?

□SDGｓに取り組んでいる?
□CO2排出量算定・削減に取り組んでいる?

まず、自社を取り巻く環境を「知る」ことから始める

© 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



49

●民間企業のCO2排出量算定ツールを導入し、CO2排出量を算定。
●可視化はできたものの、削減対策に繋がる示唆を出せず。
●省エネ診断によるCO2排出量の分析を実施。
●運用上の無駄と設備の劣化を対策。2.70%のCO2排出量を削減余地が判明。

CO2排出量の見える化、その先は、どうするの?

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



中小機構支援ツール シート① 燃料・電力の使用量を入力 50
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中小機構支援ツール シート② SBT目標を確認 51
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中小機構支援ツール シート③ 設備・工程毎エネルギー量を把握



中小機構支援ツール シート④ エネルギーフロー 53
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省エネお助け隊 54
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短中期的な省エネ対策の洗い出し
省エネ対策の例

出所)環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック」(2021年3月)p.22 表2-1 © 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



省エネお助け隊 56
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中小機構支援ツール シート④ 脱炭素経営の課題抽出 57
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削減計画策定:省エネ診断結果＋分析結果を計画へ 58

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 
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中小機構支援ツール シート⑤で計画策定 59
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新規参入

サプライヤー

代替品

顧客競合

交渉力 交渉力

脅威

脅威

自社

「グリーンアルミ」証明書

CO2排出量の抑制で競争優位性を構築する

徹底した省エネ・脱炭素

再エネ切り替えの支援

同業他社との共同運航便

共同リサイクルシステム構築

低炭素材料の共同購入

 グリーンアルミ等の取組を通した先進的な企業イメージの獲得による
優位性の 構築 
 電力使用量の削減により、光熱費を削減 
 事業拡大とCO2排出削減を両立した新規事業の創出

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



61
絞り込んだ削減対策を、何から始めるのか?
●13個の削減対策に優先順位付け。
●削減対策の導入難易度と導入コストで比較。
●削減対策の導入コストは、事前に閾値を検討。
●脱炭素経営に投資可能金額を経営判断で決定。その金額を閾値に設定。
●脱炭素経営に向けた貯蓄を行う。設備更新等の大きな投資に備える。
●経営層と合意された予算感と計画的な貯蓄を考慮。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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62グリーン電力証書で「グリーンアルミ」の証明書を発行

製造工程のうち、
グリーン電力証書で賄える
製造工程（外注鋳造工程、本社工場内工程）を
通常工程に比べて、
CO2排出量を９５％削減。
「グリーンアルミ」として証明書を発行。

新事業創出で、
①ブランド力向上し、
②事業も拡大
③CO2排出量は削減。

経営✕カーボンニュートラル＝脱炭素経営経営✕カーボンニュートラル＝脱炭素経営
中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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脱炭素に対応する?しない?

© 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

63

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 



64中小企業の脱炭素経営の取組み方法

取引先

調達先

コミュニ
ケーション

自社を取巻く
環境・状況を
掌握する 準

備

本
格
化

見える化
SCOPE1、２

見える化
SCOPE３

カーボンフットプリント
（CFP)

目標設定

省エネ診断

削減策検討

カーボン
ニュートラル
基本計画

カーボン
ニュートラル
実施計画

プロジェクト
チーム発足

脱炭素
委員会
意思決定

知る 測る 減らす

本
格
化

専門家による伴走支援専門家による伴走支援

ロードマップ作り

・待ったなし?
・猶予あり?
・どこまで取組む
べきか?
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出典

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/sup
ply_chain/gvc/intr_trends.html

https://ondankataisaku.env.go.jp/carb
on_neutral/

中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック
   ー温室効果ガス削減目標を達成するためにー
https://www.env.go.jp/earth/SMEs_ha
ndbook.pdf

環境省脱炭素経営導入ハンドブック
https://www.env.go.jp/content/000114653.
pdf

ご清聴ありがとうございました。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集
https://www.env.go.jp/content/000114657.pdf

カーボンニュートラル達成に向けての手引き書 Ver.1.0
https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/data/g
uidance.pdf

SBT等の達成に向けた GHG排出削減計画策定ガイ
ドブック （2022年度版）
https://www.env.go.jp/content/000116060.pd
f

© 2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

インターナルカーボンプライシング活用ガイド
ライン
環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 2020年3月
env.go.jp/press/ICP_guide_rev.pdf


